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寝屋川市 

 

介護予防・日常生活支援総合事業（モデル事業） 

を通じた実証事業実施マニュアル 

 

平成 30年３月 

１ 定義 
 

モデル事業 平成 30年２月～平成 31年３月に寝屋川市が実施する総合事業 

(実証)研究 

（一財）医療経済研究・社会保険福祉協会 医療経済研究機構（ＩＨＥＰ）研究総

務部次長 服部真治氏を代表として、（公社）日本理学療法士協会の大規模

臨床研究の助成を受けて実施する研究「寝屋川市が実施する介護予防・日常

生活支援総合事業を通じた予防理学療法の活用がその後の虚弱高齢者の身

体機能向上、社会参加そして介護サービス未利用状態の維持に与える効果の

評価」（平成 30年 12月最終報告書作成）をいう。 

 

【研究者】 

①医療経済研究機構（ＩＨＥＰ）研究総務部次長 服部真治氏（研究代表者）、

②株式会社ＴＲＡＰＥ 代表取締役 鎌田大啓氏、取締役 山崎和雄氏、 

③理学療法士 吉田俊之氏 

【協力機関】千葉大学、成城大学、大阪大学 

実証事業 

寝屋川市が実施する総合事業において、研究チームが実証研究をする共同プ

ロジェクト「寝屋川市と一般財団法人医療経済研究・社会保険福祉協会医療

経済研究機構との介護予防事業等を通じた予防理学療法の活用効果に関す

る共同プロジェクト」をいう。 
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目的 
通所型サービス（短期集中）の効果を検証し、その結果を反映した介護予防・日常生活支援総合事業を実施することで高齢者の

介護予防・自立支援の促進につなげる 

期間 

① ２～４月ごろ  ：サービス提供準備（訪問アセスメント、測定、ケア会議） 

② ４～７月ごろ  ：サービス提供（調査対象のうち介入群 300人） 

③ 10月ごろ   ：サービス終了３か月後測定（同上介入群 300人） 

④ 12月末    ：研究結果の報告書完成 

調査対象者数 ６５歳以上要支援者 600人（介入群 300人、対照群 300人） 

実施主体等 

【研究代表者】 

一般財団法人医療経済研究・社会保険福祉協会医療経済研究機構 

研究総務部次長 服部 真治 
 

【協力機関】 

千葉大学 予防医学センター社会予防医学研究部門 近藤教授 

成城大学 大学院経済学研究科 河口教授 

大阪大学 大学院医学系研究科 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ２ 概要 

日本理学療法士協会 

研究助成 

（研究協力） 

千葉大学 

成城大学 

大阪大学 

寝屋川市 医療経済研究機構 

データ提供 

運営支援 

分析結果提供 

協定締結 
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３ 実証事業の流れ① 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1月   2月   3月   4月   5月   6月   7月   8月   9月   10月  11月  12月  1月  2月 

Ａ群 
（介入群） 

参加者募集・確定 募集 
Ａ・Ｂ群 
振分け 

通所型サービス（短期集中） 

プログラム提供 

調査測定 

調査測定 調査測定 調査測定 調査測定 

調査測定 調査測定 
自宅訪問 

自宅訪問 

通所型サービス（短期集中） 

プログラム提供 

・ 平成 30年２月 15日 65歳以上でサービス利用実績（２月１日時点で居宅サービス計画作成依頼届出）のある要支援者 2,798人に案内送付 

・ 平成 30年３月 19日 65歳以上で上記 2,798人を除く要支援者 779人（３月 12日時点）に案内送付 

・ 同意書提出のあった人を４月ごろからサービスを利用する A 群、サービスを利用しない B 群に振分け、通所型サービス（短期集中）の効果を実証

（B群もサービス利用を希望し同意していただいているため遅れて 11月ごろからサービスを利用） 

B群 
（対照群） 

Ａ・Ｂ群の振分けは無作為で行われるため

参加者は希望できない 
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３ 実証事業の流れ②-１ 
 

利用者 ケアマネジャー リハビリ専門職 短期集中事業所 地域包括支援センター 寝屋川市 
（研究チーム含む） 

対象者を 
A群・B群に振分け 

２月１５日（木） 

【声かけ】 実証事業への参加勧奨 

【郵送、持参】 参加同意書の提出 ※参加しない場合は同意書提出不要 

【電話連絡】 訪問アセス日時の決定連絡 

【資料持参】 ○1 基本情報、○2 チェックリスト、○3 プラン（新規の場合不要）、○4 活動・参加チェックシート 
訪問アセス３日前までに高齢介護室宛て 

【資料渡し】 ○1 基本情報、○2 チェックリスト、○3 プラン（新規の場合不要）、○4 活動・参加チェックシート 

ケアプラン原案作成 

【案内の郵送】 ２月１日時点サービス計画作成依頼届のある要支援認定者 2,789人宛て 

【電話連絡】 サービス利用有無、住所、サービス利用可能曜日、訪問アセス日時候補の確認 

訪問アセス日時の確認 
【電話連絡】 サービス利用期間の決定連絡、訪問アセス日時の確認 

連携 

訪問アセス時、短期集中事業所での測定日決定 

測定結果共有 

訪問アセス結果共有 

サービス計画作成 

訪問アセス日時候補の確認 

ケアプラン原案を、個人情報（氏名）を
隠し、実証事業 ＩＤを記載してＦＡＸ
で高齢介護室宛て（072-838-0102）
に送付してください。 

訪問アセスメント 
３月９日（金）～ 

測定：４月２日（月）～13日（金） 

【案内の郵送】 ３月 12日時点要支援認定者（２月 15日の案内対象 2,789人を除く 779人）宛て ３月１9日（月） 



5 

３ 実証事業の流れ②-2 
 

利用者 ケアマネジャー リハビリ専門職 短期集中事業所 地域包括支援センター 寝屋川市 
（研究チーム含む） 

【資料持参】 評価票 
※自立支援型地域ケア会議の３日前までに高齢介護室宛て。高齢介護室でサービス事業所数分コピー作成。 

地域ケア会議（他サービス事業所も出席） 

ケアプランの交付・提出 
サービス提供 12回 
５月１日（火）～約３か月 

ケアプラン説明・交付 

測定 

測定結果共有 

【資料持参】 ○1 基本情報、○2 チェックリスト、○3 ケアプラン原案、○4 活動・参加チェックシート 
※自立支援型地域ケア会議の７日前までに圏域包括宛て。包括コメント欄記載。 

【資料持参】 ○1 基本情報、○2 チェックリスト、○3 ケアプラン原案、○4 活動・参加チェックシート 
※自立支援型地域ケア会議の３日前までに高齢介護室宛て。高齢介護室でサービス事業所数分コピー作成。 

【資料持参】 ○1 基本情報、○2 チェックリスト、○3 ケアプラン原案、○4 活動・参加チェックシート 
※自立支援型地域ケア会議までに会議担当包括宛て。 

【電話連絡】 自立支援型地域ケア会議予約 

【資料持参】 評価票 
※自立支援型地域ケア会議の７日前までに圏域包括宛て。 

【資料渡し】 評価票 
※自立支援型地域ケア会議までに会議担当包括宛て。 
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３ 実証事業の流れ②-3 
 

利用者 ケアマネジャー リハビリ専門職 短期集中事業所 地域包括支援センター 寝屋川市 
（研究チーム含む） 

 
 

地域ケア会議（他サービス事業所も出席） 

サービス提供 
最終回 

サービス提供終了後 
３か月経過時測定 

必要に応じて短期集中以外のサービス調整・連携 

11月開始分も同様に実施 

 
実証事業に係る事業費（給付費）請求事務 

短期集中のみ利用 
 (給付管理票作成なし) 

 の場合 

サービス利用票提出 

サービス利用票提出（紙媒体） 

短期集中以外も利用 
 (給付管理票作成あり) 

 の場合 
従前どおり給付管理表提出（データ）等各包括の指示のとおり 

国保連へ請求 

委託先事業者情報データ提出 



7 

４ 寝屋川市総合事業の対象者 

  

 

 

 

  【寝屋川市が定める対象者（実施要綱第４条）】 

⑴ 居宅要支援被保険者 要支援認定を受けている人 

⑵ 事業対象者 
要介護（要支援）認定申請の結果、非該当となった後、基本

チェックリストに該当した人 

⑶ 暫定対象者 

⑴、⑵に該当せず、要介護の認定を受けた人で、当該要介護
認定申請後、結果が出るまでの間に基本チェックリストに該当
し、介護給付を利用していない人 
（暫定プランに基づくサービス利用者を想定） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

【前提条件（介護保険法第 115 条の 45 第１項）】 

・ 寝屋川市の被保険者（住所地特例適用被保険者を除く。） 

・ 他市町村の被保険者で寝屋川市内の住所地特例対象施設に入所等している

住所地特例適用被保険者 

65 歳以上で要支援認定を受け、実証事業への参加に同意する人 

次の４つのいずれかに該当される方は実証事業対象外（参加できない） 

《３要件》 
① 末期がんの方（主治医意見書または医師に確認した記録がある者） 
② 認知症の方（主治医意見書における認知症高齢者の日常生活自立度Ⅲａ以上） 
③ 難病の方（特定医療費（指定難病）受給者証交付者） 
《その他》 アセスメントの結果、本人の身体的、精神的状態から短期集中通所サービス

の利用が適さないとケアマネジャーが判断した方 

≪実証事業対象者への特別対応≫ 

・通所型サービス(短期集中)サービスに係る利用料（１割又は２割）無料（※） 

・通所型サービス(短期集中)サービスに係る単位について区分支給限度額対象外 
 

※介護報酬に係る利用料のみ無料。食事の提供を受けた場合等の実費は自己負担  

【実証事業の対象者】 

※ 同意はいつでも撤回可能  
※ サービスが開始した後でも、認定の更新等の結果、要介護となった場合、又は
非該当になった場合はサービスの継続不可。 

特別対応 

通常 

【区分支給限度額イメージ】 

 

支給限度額 

通常 
給付対象 

特別対応 
給付対象 

給付対象外 
全額自己負担 

 

通所型サービス（短期集中） 

通所型サービス（短期集中） 
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５ 寝屋川市総合事業における介護予防・生活支援サービス事業

（第１号事業）の種類 
 

事業名 事業内容 サービス提供者 

訪問型サービス 

（現行相当） 

・ 身体介護 

・ 身体介護が必要な人に対する生活援助 
訪問介護員 

訪問型サービス 

（基準緩和） 

日常生活上、必要な生活援助 

※ 平成 12年３月 17日老計第 10号「訪問介

護におけるサービス行為ごとの区分等について」 

在宅支援員等 

訪問型サービス 

（有償活動員による支援） 

利用者本人にとって必要な生活援助（大掃

除、衣替え、庭木の手入れ等、日常生活以

外の支援も可能） 

有償活動員 

通所型サービス 

（現行相当） 

身体的、精神的状態に配慮した入浴、排せつ、食事等の日常生活上

の支援、生活機能の向上のための機能訓練等の通所サービス 

通所型サービス 

（基準緩和） 

閉じこもり予防や自立支援に資する生活機能の維持又は向上のため

の運動・レクリエーション等の通所サービス 

通所型サービス 

（短期集中） 

運動器機能の向上、栄養改善、口腔機能の向上並びに日常生活動

作（ＡＤＬ）、手段的日常生活動作能力（ＩＡＤＬ）の改善のための短期

間の集中的な機能訓練等の通所サービス 

介護予防ケアマネジメント 

対象者に対し、介護予防を目的として、その心身の状況、その置かれ

ている環境その他の状況に応じて、その選択に基づき適切な事業が

包括的かつ効率的に提供されるよう行う、サービス事業の利用に係る

ケアマネジメント 

 

 

 

https://ord.yahoo.co.jp/o/image/RV=1/RE=1488595123/RH=b3JkLnlhaG9vLmNvLmpw/RB=/RU=aHR0cHM6Ly9henVraWNoaS5uZXQvc2Vhc29uL2ltZy9tb250aC9vb3NvdWppMDE0LmpwZw--/RS=^ADBDo.xqhfX9NNdph1cHtJL2izeTts-;_ylt=A2RCL5Uz17hYyjUA0gKU3uV7
https://ord.yahoo.co.jp/o/image/RV=1/RE=1488595237/RH=b3JkLnlhaG9vLmNvLmpw/RB=/RU=aHR0cHM6Ly9henVraWNoaS5uZXQvc2Vhc29uL2ltZy9tb250aC9rb3JvbW9nYWUwMDIuanBn/RS=^ADBJ1nCWjG_8UCwrxR7VtAqDFaOGcw-;_ylt=A2Rivcal17hYkh0AaByU3uV7
https://ord.yahoo.co.jp/o/image/RV=1/RE=1488595510/RH=b3JkLnlhaG9vLmNvLmpw/RB=/RU=aHR0cDovL2xpdmVkb29yLmJsb2dpbWcuanAvZnVtaXJhL2ltZ3MvNy9lLzdlOWZjNjI2LmpwZw--/RS=^ADBvG_zoM_M7Y9FGRu_dOMu9n1k5K8-;_ylt=A2RiomK22LhYckcAnhWU3uV7
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【サービス併用の可否】（平成 30 年４月～） 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 通所型サービスの対象者・要件 

   ◎平成 30 年２月～初めて通所型サービスを利用する場合  

 対象者要件等 
左記に該当する場合に利用を 

想定するサービスの種類等 

原則 要支援者 
・通所型サービス（短期集中） 

※他サービスとの併用可 

例外 

３要件該当 
・通所型サービス（現行相当） 

※機能向上サービスに係る加算算定可 

３要件非該当＋利用者の拒否等により 

通所型サービス(短期集中)を利用しない場合 

・通所型サービス（基準緩和） 

従来の自立支援型地域ケア会議を経て 
 

・通所型サービス（現行相当） 

※機能向上サービスに係る加算算定不可 

  ＊機能向上サービスに係る加算（４種類） 

運動器機能向上サービス、口腔機能向上サービス、栄養改善サービス、生活機能

向上グループ活動サービスに係る加算 
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７ 自立支援型地域ケア会議 

 新・ケア会議 従来・ケア会議 

目的 
利用者本人の自立支援に資する 

ケアマネジメント内容の共有 

利用者本人の自立支援に資する 

ケアマネジメント内容の検討 

出席者 

①地域包括支援センター職員（進行担当） 

②対象となるプランの担当ケアマネジャー 

③サービス事業所担当者 

④市高齢介護室職員（事務局） 

①地域包括支援センター職員（進行担当） 

②地域包括支援センター職員（看護師） 

③市が依頼する理学療法士又は作業療法士

（アドバイザー） 

④対象となるプランの担当ケアマネジャー 

⑤通所型サービス（短期集中）事業所担当者 

※通所型サービス（短期集中）利用時のみ 

⑥市高齢介護室職員（事務局） 

手続 

⑴ ケア会議開催おおむね７日前まで 

訪問アセスメント、事業所における測定

の結果を踏まえたプラン（評価表）を担当

ケアマネジャーが包括に提出。その際にケ

ア会議の日程を調整（評価ケースは事前

に日程調整可）。同時にプランの意見・確

認印欄にコメント記載 

⑴ ケア会議開催おおむね７日前まで 

担当ケアマネジャーが包括にプラン（評価

表）を提出。その際にケア会議の日程を調整

（評価ケースは事前に日程調整可）。 

⑵ ケア会議開催後 

・ プランの内容に変更を要さない場合 

ケア会議の当日にプランの意見・確認印

欄にコメントを記載。 

・ プランの内容に変更を要する場合 

ケア会議のおおむね７日後までに包括に

変更したプランを提出し、意見・確認印欄にコ

メントを記載。 

ケア会議

を省略

す る ケ

ー ス ・

不要な

ケース 

通所型サービス（短期集中）を利用する場

合は必須のため不要とはなりません。 

⑴ 平成 29年３月以前から継続して同一種

類サービス(＊)を利用している場合 

プランとともに同一種類サービスを位置付

けた平成 29 年３月を含むプランの写しを包

括に提出することで、ケア会議を省略する旨

をプランの包括意見・確認印欄に記載 
 
⑵ 利用者の居宅が寝屋川市外の場合 

プランとともに「自立支援型地域ケア会議

の省略に係る理由書」を包括に提出すること

で、ケア会議を省略する旨をプランの包括意

見・確認印欄に記載 
 
⑶ 新ケア会議を実施する場合 

通所型サービス（短期集中）と併せて従来

ケア会議の対象サービスをプランに位置付

けた場合、新ケア会議を実施のため不要 
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   ＊ 同一種類サービス 

自立支援型地域ケア会議の 

対象となるサービス 
同一種類サービス 

訪問型サービス（現行相当） 訪問介護又は介護予防訪問介護  

通所型サービス（現行相当） 通所介護、地域密着型通所介護又は介護予

防通所介護 通所型サービス（基準緩和） 

通所型サービス（短期集中） ※ 同一種類サービスはありません。 

 

【対象となるサービス種別等  ◎平成 30 年２月～】 

サービス種別 

プランに位置付ける

サービス提供期間

の上限(※1) 

新・ケア会議(※2) 

（第１・３週 火・水 

午前・午後 １件５分） 

従来・ケア会議(※3) 

（第１・３週 木 

午前・午後 １件 30分） 

訪問型サービス 

（現行相当） 
６か月 × ○(新規のみ) 

訪問型サービス 

（基準緩和） 
なし × × 

通所型サービス 

（現行相当） 
６か月 × 

○(３要件非該当の 

新規のみ) 

通所型サービス 

（基準緩和） 
６か月 × × 

通所型サービス 

（短期集中） 
３か月 ○（新規・終了時） × 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

  

※1 プランに位置付けるサービス提供期間の上限について、要支援認定の有効期間と整合を

図りやすくするため、要介護認定の有効期間の途中から新たにサービスの提供を開始する

場合には開始する月を含めて９か月（短期集中は４か月）としています。 

※2  新・ケア会議：短期集中利用時実施 

※3  従来・ケア会議：短期集中を利用せずに訪問型(現行相当)又は通所型サービス(現行相当)

を新規利用する場合実施。通所型サービス(現行相当)は例外３要件に該当しない場合のみ

実施 （評価・継続に係る会議なし） 

★ ３要件に該当せず、短期集中を利用しない場合は「短期集中利用の選択に関する理由書」 

要提出(包括宛て) 
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８ 通所型サービス（短期集中）事業者 

事業所名 所在地 定員 サービス提供日 
サービス 

提供時間 

DSガネーシャ短期集中型

リハビリセンター 
大利町10番20号 11人 火・木・土 

9時30分～ 

11時30分 

医療法人河北会リハビリ

デイ河北 
河北東町7番6号 10人 月～金 

9時00分～ 

12時00分 

クラブ・サンサーラ 成田東が丘28番7号 11人 水 
10時20分～

12時20分 

     

リ・エイブルメント 
池田西町28番22号 

市立保健福祉センター４階 
10人 月～金 

９時00分～

17時00分 

のうち２時間 

 
  

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10 通所型サービス（短期集中）に係る事業費の請求 

９ 通所型サービス（短期集中）の内容 

※ 実証事業を円滑に実施するため、寝屋川市及び研究チームの協力により「リ・エイブルメント」を次の期間開所 

《期間》４～８月予定（11月開始予定のＢ群（対照群）のサービス提供事業者については調整中） 
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   【単位数】 

 単位数 地域単価 

送迎あり 407 単位/回 
10.54 円 

送迎なし 375 単位/回 

  ※ 利用者負担額は、利用者負担割合（１～３割）のとおり。ただし、実証事業参加者

の利用者負担額は無し（10 割給付）。介護保険料未納による給付制限は適用外。 
 

   【実証事業に係る事業費の対象範囲】 

上記 ９ 通所型サービス（短期集中）の内容の具体的内容のうち、介護保険給付（事

業費）として支給する範囲は次のとおり。 

給付（事業費）請求対象  
２、４～15、17（計 14 回） 

ただし、Ｂ群の４月及び８月に実施する通所測定  
（２、15）については対象外  

給付（事業費）請求対象外 １、３、16（計３回） 

 

   【実証事業以外に係る事業費の対象範囲】 

給付（事業費）請求対象  １、２、４～15、17（計 15 回） 

給付（事業費）請求対象外 ３、16（計２回） 

 

  【事業費請求手続の流れ】 

 
短期集中 
事業所 

原案委託先 
ケアマネ事業所 

包括 

短期集中のみ利用 
 (給付管理票作成なし) 
 の場合 

 

         

   

短期集中以外も利用 
 (給付管理票作成あり) 
 の場合 

  

   

【寝屋川市介護予防・日常生活支援総合事業費単位数サービスコード】 

   サービスコードマスタ（平成 30 年４月～適用分）は４月初旬までに市ホームページに

掲載します。 

 

 

 
 

市ホームページ「介護予防・日常生活支援総合事業費単位数サービスコード」 

http://www.city.neyagawa.osaka.jp/organization_list/fukushi/koreikaigoka/soug

oujigyou/sougoujigyousitei/1489026185560.html 

ＡＦ（介護給付費明細書データ）作成 
給付管理表提出・従前どおり
（データ）等各包括の指示のとおり 

サービス 

利用票 

サービス利用票 

（紙媒体） 

ＡＦ（介護給付費明細書データ）、 

Ｃ1２（委託先支援事業所情報）作成 

請求データ取込 

国
保
連
に
請
求 
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寝屋川市介護予防・日常生活支援総合事業（モデル事業）Ｑ＆Ａ 

 問 答 

１ 

平成29年３月に訪問介護又は通所介護（ともに介護予防を含む）の

サービスをプランに位置付けている場合、自立支援型地域ケア会議

が省略されていたがその取扱いは今後継続されるのか。 

取扱いを継続し、訪問型サービス（現行相当）又は通所型サービス（現

行相当）に係る従来ケア会議を省略します。 

２ 
訪問型又は通所型サービス現行相当のサービス提供期間終了時に

評価・継続の自立支援型地域ケア会議は必要か。 
評価・継続に係る自立支援型地域ケア会議は不要です。 

３ 

訪問アセスメントにおいて短期集中サービスを利用せず、訪問型又

は通所型サービス現行相当の利用を新規で要すると判断した場合、

従来の自立支援型地域ケア会議は必要か。 

不要です。 

４ 
通所型サービス（短期集中）利用中に要介護又は非該当になった場

合の取扱いはどのようになるか。 

介護予防・生活支援サービスについては、要支援者が利用できるサービ

スであり、要介護認定を受けた場合利用を継続することはできません。 

５ 
通所型サービス（短期集中）を選択しない理由書はどのような場合に

提出するのか。 

新たにサービスを利用する場合で、３要件に該当せず、通所型サービス

（短期集中）を利用しない場合に包括にプランとともに提出してください。 

※上記に該当する場合であっても通所型サービス（短期集中）の利用

を希望しており、市の事情により利用できていない（待機している）場合

は理由書を提出する必要はありません。 

６ 
実証事業として通所型サービス（短期集中）を利用した後、併用して

いる他のサービスを終了する必要があるのか。 

利用しているサービスを必ずしも終了させる必要はありません。 

ただし、通所型サービス（短期集中）においては、利用者本人が不安な

くサービスを終了できるよう、サービスを利用しなくても生活できる状態

を利用者本人とイメージを共有しながら、生活機能を高め、自立支援を

進めます。結果として「元気になってサービスを終了する」こととなるよう

支援者間で連携していきたいと考えています。 
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 問 答 

７ 

平成 30 年４月実施の通所型サービス（短期集中）事業所における

測定について、通所型サービス（短期集中）事業費支給の対象とな

るか。 

・通所型サービス（短期集中）のプログラム上位置付けている測定につ

いて、事業費支給の対象です。 

・平成 30 年４月実施の測定のうち、Ａ（介入）群に係る測定は対象、Ｂ

（対照）群に係る測定は対象外です。 

８ 
通所型サービス（短期集中）に係るケアプランの作成、事業費の請

求手続はどのようにすればよいか。 

・介護予防支援（介護予防ケアマネジメント）において、ケアプランは「ケ

ア会議」の後に完成するものですが、モデル事業の期間（平成 30 年

度）の取扱いとして、事業費の対象となる「自宅訪問」及び「測定」を含

めてサービス提供票を作成してください。 ※ 「自宅訪問」が事業費

の対象となるのは実証事業以外で通所型サービス（短期集中）を利

用する場合です。 

・サービス提供事業所に対し、サービス提供票は従来通り対象月分ま

とめて渡すことで問題ありません。 

９ 
通所型サービス（短期集中）に係るプラン料（介護予防ケアマネジメ

ント費）はいつから請求可能か。 

Ａ（介入）群については、測定も事業費の対象となるため、４月から請求

可能です。 

10 Ａ（介入）群のサービス提供期間はいつからいつまでか。 

・Ａ（介入）群については、測定（４月）→サービス提供（５～７月）→評価

ケア会議後のまとめ（８月）が事業費支給対象であるため、４～８月が

サービス提供期間となります。 

・通所型サービス（短期集中）と併用する他のサービスについては、通所

型サービス（短期集中）のサービス提供期間と終了を合わせ８月までと

します。 
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11 
通所型サービス（短期集中）に係るサービス提供票はいつサービス提

供事業所に渡すのか。 

・測定（４月）分のサービス提供票については、通所型サービス（短期集

中）事業所で作成し、ケアマネジャーへ渡すため作成は不要です。 

・サービス提供開始（５月）以降のサービス提供票については、新ケア

会議の際に渡してください。 

 問 答 

12 
通所型サービス（短期集中）終了後、併用していた他のサービスも同

時に評価するのか。 

通所型サービス（短期集中）と併用する他のサービスについても、同時

に評価することとし、当該サービスを継続する必要がある場合、再度ケ

アプランを作成し、評価会議の際に提出します（従来ケア会議は不要

のため、評価会議での報告のみ）。 

 

 

 

 


